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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
非磁性支持体の一方の表面側に強磁性粉末および結合剤を含む磁性層を有し、他方の表面
側に非磁性粉末および結合剤を含むバックコート層を有する磁気テープであって、
前記バックコート層の厚みは、０．２０μｍ以下であり、かつ
前記バックコート層の表面において測定される１－ブロモナフタレンに対する接触角は、
１０．０～３０．０°の範囲である磁気テープ。
【請求項２】
前記バックコート層の厚みは、０．０５～０．２０μｍの範囲である請求項１に記載の磁
気テープ。
【請求項３】
前記バックコート層は、含窒素ポリマーを更に含む請求項１または２に記載の磁気テープ
。
【請求項４】
前記含窒素ポリマーは、ポリアルキレンイミン系ポリマーである請求項３に記載の磁気テ
ープ。
【請求項５】
前記ポリアルキレンイミン系ポリマーは、ポリアルキレンイミン鎖およびポリエステル鎖
を含むポリマーである請求項４に記載の磁気テープ。
【請求項６】
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前記バックコート層は、脂肪酸、脂肪酸エステルおよび脂肪酸アミドからなる群から選ば
れる一種以上の潤滑剤を更に含む請求項１～５のいずれか１項に記載の磁気テープ。
【請求項７】
前記バックコート層の表面において測定される１－ブロモナフタレンに対する接触角は、
１５．０～２７．０°の範囲である請求項１～６のいずれか１項に記載の磁気テープ。
【請求項８】
前記バックコート層の表面において測定される１－ブロモナフタレンに対する接触角は、
１８．０～２５．０°の範囲である請求項１～７のいずれか１項に記載の磁気テープ。
【請求項９】
前記バックコート層に含まれる非磁性粉末は、無機粉末およびカーボンブラックからなる
群から選択される請求項１～８のいずれか１項に記載の磁気テープ。
【請求項１０】
前記バックコート層に含まれる非磁性粉末は、少なくともカーボンブラックを含む請求項
９に記載の磁気テープ。
【請求項１１】
前記非磁性支持体と磁性層との間に、非磁性粉末および結合剤を含む非磁性層を更に有す
る請求項１～１０のいずれか１項に記載の磁気テープ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁気テープに関する。
【背景技術】
【０００２】
　磁気記録媒体にはテープ状のものとディスク状のものがあり、データバックアップ等の
データストレージ用途には、テープ状の磁気記録媒体、即ち磁気テープが主に用いられて
いる。
【０００３】
　磁気テープとして、特許文献１には、非磁性支持体の磁性層を有する表面側とは反対の
表面側にバックコート層を有する磁気テープが開示されている。更に特許文献１には、上
記磁気テープがバックコート層に潤滑剤を含むことが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－２８３０８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　磁気テープは、通常、磁気テープカートリッジ内にリールに巻き取られた状態で収容さ
れる。磁気テープカートリッジの１巻あたりの記録容量を高めるためには、磁気テープカ
ートリッジ１巻に収められる磁気テープ全長を長くすべきであり、そのためには磁気テー
プを薄くする（以下、「薄型化」と記載する。）ことが求められる。
【０００６】
　磁気テープの薄型化のための手段の１つとしては、バックコート層の厚みを薄くするこ
とが挙げられる。バックコート層の厚みに関して、特許文献１には、実施例において、厚
み０．５μｍのバックコート層を形成している。しかるに、近年求められている更なる高
記録容量化のためには、バックコート層を更に薄くすること（以下、「薄層化」と記載す
る。）が望ましい。
【０００７】
　一方、磁気テープへの信号の記録再生は、一般に、磁気テープカートリッジをドライブ
に装着し、磁気テープをドライブ内で走行させて行われる。通常、かかる走行時にバック
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コート層表面は、ドライブ内で磁気テープの送り出しおよび／または巻き取りを行うロー
ラー等のドライブ構成部材と接触する。ここでバックコート層表面とドライブ構成部材と
が適度な親和性を有することによって、ドライブ内での磁気テープの走行を安定化する（
走行安定性を向上する）ことができると推察される。この点に関して本発明者らは、特許
文献１に記載されているようにバックコート層に潤滑剤を含有させることは、バックコー
ト層表面とドライブ構成部材との親和性を制御することにより、走行安定性を向上するこ
とに寄与すると考えている。しかるに、本発明者らが、特許文献１の実施例で形成されて
いるバックコート層より更にバックコート層を薄層化することを検討したところ、単にバ
ックコート層に潤滑剤を含有させることでは、薄層化されたバックコート層を有する磁気
テープの走行安定性の低下を抑制することは困難であることが判明した。
【０００８】
　そこで本発明の目的は、バックコート層が薄層化された磁気テープであって、優れた走
行安定性を示すことができる磁気テープを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは上記目的を達成するために鋭意検討を重ねた結果、以下の磁気テープ：
　非磁性支持体の一方の表面側に強磁性粉末および結合剤を含む磁性層を有し、他方の表
面側に非磁性粉末および結合剤を含むバックコート層を有する磁気テープであって、
　バックコート層の厚みは、０．２０μｍ以下であり、かつ
　バックコート層の表面において測定される１－ブロモナフタレンに対する接触角は、１
０．０～３０．０°の範囲である磁気テープ、
　を見出すに至った。上記磁気テープは、厚み０．２０μｍ以下に薄層化されたバックコ
ート層を有するにもかかわらず、優れた走行安定性を示すことができる。この点に関する
本発明者らの推察は、後述する。
【００１０】
　以下において、１－ブロモナフタレンに対する接触角を、１－ブロモナフタレン接触角
とも記載する。１－ブロモナフタレン接触角は、液滴法により評価するものとする。具体
的には、接触角とは、雰囲気温度２５℃および相対湿度２５％の測定環境において、θ／
２法により、あるサンプルについて６回測定を行い得られた値の算術平均をいうものとす
る。測定条件の具体的態様の一例は、実施例について後述する。
【００１１】
　一態様では、バックコート層の厚みは、０．０５～０．２０μｍの範囲である。
【００１２】
　一態様では、バックコート層は、含窒素ポリマーを更に含む。本発明および本明細書に
おいて、ポリマーとは、同一または異なる複数の繰り返し単位により構成される重合体で
あって、ホモポリマーとコポリマーとを包含する意味で用いるものとする。
【００１３】
　一態様では、上記含窒素ポリマーは、ポリアルキレンイミン系ポリマーである。
【００１４】
　一態様では、上記ポリアルキレンイミン系ポリマーは、ポリアルキレンイミン鎖および
ポリエステル鎖を含むポリマーである。
【００１５】
　一態様では、バックコート層は、脂肪酸、脂肪酸エステルおよび脂肪酸アミドからなる
群から選ばれる一種以上の潤滑剤を更に含む。
【００１６】
　一態様では、バックコート層の表面において測定される１－ブロモナフタレンに対する
接触角は、１５．０～２７．０°の範囲である。
【００１７】
　一態様では、バックコート層の表面において測定される１－ブロモナフタレンに対する
接触角は、１８．０～２５．０°の範囲である。
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【００１８】
　一態様では、バックコート層に含まれる非磁性粉末は、無機粉末およびカーボンブラッ
クからなる群から選択される。非磁性粉末とは、複数の非磁性粒子の集合を意味するもの
とする。集合とは、これを構成する粒子が直接接触している態様に限定されず、結合剤お
よび／または添加剤等が、粒子同士の間に介在している態様も包含される。なお粒子との
語が、粉末を表すために用いられることもある。以上の点は、本発明および本明細書にお
ける各種粉末についても、同様とする。
【００１９】
　一態様では、バックコート層に含まれる非磁性粉末は、少なくともカーボンブラックを
含む。
【００２０】
　一態様では、上記磁気テープは、非磁性支持体と磁性層との間に、非磁性粉末および結
合剤を含む非磁性層を更に有する。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、厚みが０．２０μｍ以下であるバックコート層を有し、優れた走行安
定性を示す磁気テープを提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　本発明の磁気テープは、非磁性支持体の一方の表面側に強磁性粉末および結合剤を含む
磁性層を有し、他方の表面側に非磁性粉末および結合剤を含むバックコート層を有し、バ
ックコート層の厚みは０．２０μｍ以下であり、かつバックコート層の表面において測定
される１－ブロモナフタレンに対する接触角（１－ブロモナフタレン接触角）は１０．０
～３０．０°の範囲である磁気テープである。
【００２３】
　以下は、本発明を何ら限定するものではないが、上記磁気テープが、厚み０．２０μｍ
以下にバックコート層が薄層化されているにもかかわらず、優れた走行耐久性を示すこと
ができる理由を、本発明者らは次のように考えている。
　本発明者らは、上記目的を達成するために検討を重ねる中で、１－ブロモナフタレンに
対する接触角（１－ブロモナフタレン接触角）に着目するに至った。この点について更に
説明すると、本発明者らは、バックコート層表面とドライブ構成部材との親和性にはバッ
クコート層表面の表面自由エネルギーが影響すると考え、表面自由エネルギーに関する公
知の理論である北崎－畑の理論（三液法）に基づき検討した。三液法によって算出される
表面自由エネルギーは、分散成分、水素結合成分および分極成分の和として求められる。
ただし、上記磁気テープのような塗布型の磁気テープのバックコート層表面で測定される
表面自由エネルギーにおいては、バックコート層の構成成分の物性に起因して分散成分が
支配的であると考えられる。したがって、磁気テープのバックコート層表面とドライブ構
成部材との親和性には、主に、分散成分が寄与すると推察される。そこで本発明者らは、
分散成分の指標に基づきバックコート層の表面状態を制御することについて検討を重ねた
。その結果、１－ブロモナフタレン接触角を採用するに至った。１－ブロモナフタレンも
、表面自由エネルギーの中で分散成分が支配的であることに着目したためである。そして
本発明者らは、１－ブロモナフタレン接触角に基づきバックコート層の表面状態を制御す
ることを更に検討した。かかる検討の中で、以下の点が明らかとなった。
　１－ブロモナフタレン接触角は、バックコート層に潤滑剤を添加することによって値を
調整することはできる。しかし、厚みが０．２０μｍ以下のバックコート層の表面で測定
される１－ブロモナフタレン接触角は、潤滑剤を添加することのみでは、ある値以上に高
めることは通常困難である。これは、薄層化されたバックコート層は、より厚いバックコ
ート層と比べて層に保持可能な潤滑剤量が少ないため、潤滑剤をある量以上添加しても、
潤滑剤が析出してしまうことに起因すると本発明者らは考えている。そしてこのことが、
薄層化されたバックコート層を有する磁気テープの走行安定性低下の原因であると、本発
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明者らは推察している。
　これに対し本発明者らは更に鋭意検討を重ねた結果、バックコート層に、例えば、詳細
を後述するポリマーを含有させること等によって、厚みが０．２０μｍ以下のバックコー
ト層の表面で測定される１－ブロモナフタレン接触角を１０．０～３０．０°の範囲に制
御することが可能となることを見出した。そして、かかる範囲の１－ブロモナフタレン接
触角を示すバックコート層は、厚みが０．２０μｍ以下であるとしても優れた走行安定性
を示すことができることが、新たに判明した。
　以上の知見に基づき、本発明は完成された。ただし、以上は本発明者らの推察を含むも
のであり、本発明を何ら限定するものではない。
【００２４】
　以下、上記磁気テープについて、更に詳細に説明する。
【００２５】
［１－ブロモナフタレン接触角］
　上記磁気テープにおいて、バックコート層表面において測定される１－ブロモナフタレ
ン接触角は、１０．０°～３０．０°の範囲である。１－ブロモナフタレン接触角は、値
が小さいほどバックコート層表面とドライブ構成部材との親和性が高く、値が大きいほど
バックコート層表面とドライブ構成部材との親和性が低いことを意味すると、本発明者ら
は考えている。そして、１０．０～３０．０°の範囲の１－ブロモナフタレン接触角を示
すバックコート層表面がドライブ構成部材との接触時にドライブ構成部材に対して適度な
親和性を示すことにより、上記磁気テープは優れた走行安定性を示すことができると推察
される。走行安定性の更なる向上の観点から、バックコート層表面において測定される１
－ブロモナフタレン接触角は、１５．０°以上であることが好ましく、１８．０°以上で
あることが更に好ましい。同様の観点から、上記１－ブロモナフタレン接触角は、２７．
０°以下であることが好ましく、２５．０°以下であることがより好ましい。
【００２６】
　バックコート層表面において測定される１－ブロモナフタレン接触角は、１－ブロモナ
フタレン接触角を調整可能な成分（以下、「１－ブロモナフタレン接触角調整成分」とも
いう。）を使用し、かかる成分の含有量を調整することによって、制御することができる
。例えば、１－ブロモナフタレン接触角調整成分として、１－ブロモナフタレン接触角を
高める作用を奏する成分を用いて、この成分の含有量を増量することにより、１－ブロモ
ナフタレン接触角の値を大きくすることができる。かかる成分の一例としては、潤滑剤を
挙げることができる。ただし上述のように、本発明者らの検討によれば、厚みが０．２０
μｍ以下のバックコート層の表面において測定される１－ブロモナフタレン接触角は、潤
滑剤の使用のみで１０．０～３０．０°の範囲に制御することは、通常困難である。これ
に対し、詳細を後述するポリマーを使用することにより、および／または、かかるポリマ
ーと潤滑剤とを併用することにより、厚みが０．２０μｍ以下のバックコート層の表面に
おいて測定される１－ブロモナフタレン接触角を、１０．０～３０．０°の範囲に制御す
ることができる。より詳しくは、後述する。
【００２７】
［バックコート層の厚み］
　上記磁気テープのバックコート層の厚みは、０．２０μｍ以下である。また、バックコ
ート層の厚みは、例えば０．０５μｍ以上であることができ、０．１０μｍ以上であるこ
ともできる。バックコート層が厚み０．２０μｍ以下に薄層化されていることは、このバ
ックコート層を有する磁気テープの薄型化に寄与し得る。ただしバックコート層の薄層化
は、走行安定性の低下をもたらしてしまう。これに対し、厚み０．２０μｍ以下のバック
コート層の表面において測定される１－ブロモナフタレン接触角が１０．０～３０．０°
の範囲であれば、バックコート層の薄層化と優れた走行安定性を共に達成することができ
る。バックコート層の厚みは、磁気テープの更なる薄型化の観点からは、０．１８μｍ以
下であることもでき、０．１５μｍ以下であることもできる。
【００２８】
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［１－ブロモナフタレン接触角調整成分］
　１－ブロモナフタレン接触角調整成分とは、バックコート層表面において測定される１
－ブロモナフタレン接触角を調整可能な成分である。ここで調整可能とは、１－ブロモナ
フタレン接触角を変化させる作用を奏することができることをいい、１－ブロモナフタレ
ン接触角を高める作用を奏することが好ましい。かかる作用を奏することは、１－ブロモ
ナフタレン接触角調整成分の有無により、バックコート層表面において測定される１－ブ
ロモナフタレン接触角が変化することによって、確認することができる。１－ブロモナフ
タレン接触角調整成分の一態様は潤滑剤であり、他の一態様は詳細を後述するポリマーで
ある。以下、これら成分について、順次説明する。
【００２９】
＜潤滑剤＞
　潤滑剤としては、脂肪酸、脂肪酸エステル、脂肪酸アミド等の磁気記録媒体に通常使用
される各種潤滑剤を挙げることができる。
【００３０】
　例えば、脂肪酸としては、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、
オレイン酸、リノール酸、リノレン酸、ベヘン酸、エルカ酸、エライジン酸等を挙げるこ
とができ、ステアリン酸、ミリスチン酸、およびパルミチン酸が好ましく、ステアリン酸
がより好ましい。なお脂肪酸は、金属塩等の塩の形態でバックコート層に含まれていても
よい。
　バックコート層の脂肪酸含有量は、非磁性粉末１００．０質量部あたり、例えば０．１
～１０.０質量部であり、好ましくは０．２～７．０質量部である。脂肪酸として二種以
上の異なる脂肪酸を使用する場合、含有量とは、それらの合計含有量をいうものとする。
この点は、他の成分についても同様である。即ち、本発明および本明細書では、ある成分
は、特記しない限り、一種含まれてもよく二種以上含まれていてもよい。ある成分として
二種以上が含まれる場合、この成分の含有量とは、特記しない限り、二種以上の合計含有
量をいうものとする。
【００３１】
　脂肪酸エステルとしては、上記各種脂肪酸のエステル、例えば、ミリスチン酸ブチル、
パルミチン酸ブチル、ステアリン酸ブチル、ネオペンチルグリコールジオレエート、ソル
ビタンモノステアレート、ソルビタンジステアレート、ソルビタントリステアレート、オ
レイン酸オレイル、ステアリン酸イソセチル、ステアリン酸イソトリデシル、ステアリン
酸オクチル、ステアリン酸イソオクチル、ステアリン酸アミル、ステアリン酸ブトキシエ
チル等を挙げることができる。
　バックコート層の脂肪酸エステル含有量は、非磁性粉末１００．０質量部あたり、例え
ば０．１～１０.０質量部であり、好ましくは１．０～７．０質量部である。
【００３２】
　脂肪酸アミドとしては、各種脂肪酸のアミド、例えば、ラウリン酸アミド、ミリスチン
酸アミド、パルミチン酸アミド、ステアリン酸アミド等を挙げることができる。
　バックコート層の脂肪酸アミド含有量は、非磁性粉末１００．０質量部あたり、例えば
０．１～３.０質量部であり、好ましくは０．１～１．０質量部である。
【００３３】
　脂肪酸と脂肪酸の誘導体の一種以上とを併用することが好ましく、脂肪酸エステルおよ
び脂肪酸アミドからなる群から選択される一種以上と脂肪酸とを併用することがより好ま
しく、脂肪酸、脂肪酸エステルおよび脂肪酸アミドを併用することがより好ましい。
　脂肪酸と脂肪酸の誘導体（エステル、アミド等）とを併用する場合、脂肪酸誘導体の脂
肪酸由来部位は、併用される脂肪酸と同様または類似の構造を有することが好ましい。例
えば、一例として、脂肪酸としてステアリン酸を用いる場合には、ステアリン酸ブチル等
のステアリン酸エステルおよび／またはステアリン酸アミドを使用することは好ましい。
【００３４】
　また、潤滑剤としては、特開２００９－９６７９８号公報段落０１１１に記載されてい
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るものを用いることもできる。
【００３５】
　以上記載した潤滑剤は、磁性層、および／または、任意に設けられる非磁性層に含まれ
ていてもよい。各層における潤滑剤の種類および／または含有量については、各層の処方
に関する公知技術を適用できる。
【００３６】
＜含有窒素ポリマー＞
　バックコート層に潤滑剤を含有させることにより、バックコート層表面において測定さ
れる１－ブロモナフタレン接触角の値は大きくなる傾向がある。ただし先に記載したよう
に、厚み０．２０μｍ以下のバックコート層に潤滑剤を含有させることのみで、１－ブロ
モナフタレン接触角を１０．０～３０．０°の範囲に制御することは、通常困難である。
そこで、潤滑剤以外の１－ブロモナフタレン接触角調整成分を、任意に潤滑剤とともに、
バックコート層に含有させることが好ましい。そのような成分は、一態様では、含窒素ポ
リマーであることが好ましい。含窒素ポリマーに含まれるポリマー鎖が、バックコート層
表面において測定される１－ブロモナフタレン接触角を高めることに寄与すると本発明者
らは推察している。
【００３７】
　含窒素ポリマーとは、構造中に窒素原子を含むポリマーをいい、好ましい含窒素ポリマ
ーとしては、アミン系ポリマーの一種であるポリアルキレンイミン系ポリマー、およびポ
リアルキレンイミン系ポリマー以外のアミン系ポリマー等を挙げることができる。
【００３８】
　また、一態様では、上記含窒素ポリマーは、重量平均分子量が、バックコート層に含ま
れる結合剤の重量平均分子量を超えない範囲にあるポリマーであることが好ましい。例え
ば、上記含窒素ポリマーの重量平均分子量は、８０，０００以下、６０，０００以下、４
０，０００以下、３５，０００以下、３０，０００以下、２０，０００以下、または１０
，０００以下であることができる。また、重量平均分子量は、例えば１，０００以上、１
，５００以上、２，０００以上、または３，０００以上であることができる。特記しない
限り、本発明および本明細書における重量平均分子量とは、ゲルパーミエーションクロマ
トグラフィー（ＧＰＣ）によって、下記測定条件により測定されるポリスチレン換算の値
である。
　ＧＰＣ装置：ＨＬＣ－８１２０（東ソー社製）
　カラム：ＴＳＫ ｇｅｌ Ｍｕｌｔｉｐｏｒｅ ＨＸＬ－Ｍ（東ソー社製、７．８ｍｍＩ
Ｄ(Ｉｎｎｅｒ　ｄｉａｍｅｔｅｒ)×３０．０ｃｍ）
　溶離液：テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
【００３９】
　以下に、好ましいポリアルキレンイミン系ポリマーについて説明する。
【００４０】
＜＜ポリアルキレンイミン系ポリマー＞＞
（ポリアルキレンイミン鎖）
　ポリアルキレンイミン系ポリマーとは、ポリアルキレンイミン鎖を１つ以上含むポリマ
ーである。一態様では、ポリアルキレンイミン鎖は、バックコート層に含まれる非磁性粉
末への吸着部位として機能することができると考えられる。また、ポリアルキレンイミン
鎖とは、同一または異なるアルキレンイミン鎖を２つ以上含む重合構造である。含まれる
アルキレンイミン鎖としては、下記の式Ａで表されるアルキレンイミン鎖、および式Ｂで
表されるアルキレンイミン鎖を挙げることができる。下記式で表されるアルキレンイミン
鎖の中で、式Ａで表されるアルキレンイミン鎖は、他のポリマー鎖との結合位置を含み得
るものである。また、式Ｂで表されるアルキレンイミン鎖は、他のポリマー鎖と塩架橋基
（詳細は後述する。）により結合することができる。また、ポリアルキレンイミン鎖は、
直鎖構造のみからなるものであっても、分岐した三級アミン構造を有するものであっても
よい。分岐構造を含むものとしては、下記式Ａ中の＊１において隣接するアルキレンイミ
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ン鎖と結合するもの、および下記式Ｂ中の＊２において隣接するアルキレンイミン鎖と結
合するものを挙げることができる。
【００４１】
【化１】

【００４２】
　式Ａ中、Ｒ１およびＲ２は、それぞれ独立に水素原子またはアルキル基を表し、ａ１は
２以上の整数を表し、＊１は隣接する他のポリマー鎖（例えば隣接するアルキレンイミン
鎖、後述するポリエステル鎖）、または水素原子もしくは置換基との結合位置を表す。
【００４３】
【化２】

【００４４】
　式Ｂ中、Ｒ３およびＲ４は、それぞれ独立に水素原子またはアルキル基を表し、ａ２は
２以上の整数を表す。式Ｂで表されるアルキレンイミン鎖は、アニオン性基を有する他の
ポリマー鎖と、式Ｂ中のＮ＋と他のポリマー鎖に含まれるアニオン性基が塩架橋基を形成
することにより結合する。
【００４５】
　式ＡおよびＢ中の＊、ならびに式Ｂ中の＊２は、それぞれ独立に、隣接するアルキレン
イミン鎖、または水素原子もしくは置換基と結合する位置を表す。
【００４６】
　以下、上記式Ａおよび式Ｂについて、更に詳細に説明する。なお、本発明および本明細
書において、特記しない限り、記載されている基は置換基を有してもよく無置換であって
もよい。ある基が置換基を有する場合、置換基としては、アルキル基（例えば炭素数１～
６のアルキル基）、ヒドロキシル基、アルコキシ基（例えば炭素数１～６のアルコキシ基
）、ハロゲン原子（例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子）、シアノ基、アミノ基、ニ
トロ基、アシル基、カルボキシル基等を挙げることができる。また、置換基を有する基に
ついて「炭素数」とは、置換基を含まない部分の炭素数を意味するものとする。
【００４７】
　式Ａ中のＲ１およびＲ２、ならびに式Ｂ中のＲ３およびＲ４は、それぞれ独立に、水素
原子またはアルキル基を表す。アルキル基としては、例えば、炭素数１～６のアルキル基
を挙げることができ、好ましくは炭素数１～３のアルキル基であり、より好ましくはメチ
ル基またはエチル基であり、更に好ましくはメチル基である。式Ａ中のＲ１およびＲ２の
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組み合わせとしては、一方が水素原子であって他方がアルキル基である態様、両方が水素
原子である態様、両方がアルキル基（同一または異なるアルキル基）である態様があり、
好ましくは両方が水素原子である態様である。以上の点は、式Ｂ中のＲ３およびＲ４につ
いても、同様である。
【００４８】
　アルキレンイミンとして環を構成する炭素数が最小の構造はエチレンイミンであり、エ
チレンイミンの開環により得られたアルキレンイミン鎖（エチレンイミン鎖）の主鎖の炭
素数は２である。したがって、式Ａ中のａ１および式Ｂ中のａ２の下限は２である。即ち
、式Ａ中のａ１および式Ｂ中のａ２は、それぞれ独立に、２以上の整数である。式Ａ中の
ａ１および式Ｂ中のａ２は、それぞれ独立に、例えば１０以下であることができ、６以下
であることが好ましく、４以下であることがより好ましく、２または３であることが更に
好ましく、２であることが更に一層好ましい。
【００４９】
　式Ａで表されるアルキレンイミン鎖および式Ｂで表されるアルキレンイミン鎖と他のポ
リマー鎖との結合の詳細については、後述する。
【００５０】
　上記の各アルキレンイミン鎖は、各式中の＊で表される位置において、隣接するアルキ
レンイミン鎖、または水素原子もしくは置換基と結合する。置換基としては、例えばアル
キル基（例えば炭素数１～６のアルキル基）等の一価の置換基を例示することができるが
、これらに限定されるものではない。また、置換基として、他のポリマー鎖（例えば後述
のポリエステル鎖）が結合してもよい。
【００５１】
　ポリアルキレンイミン系ポリマーに含まれるポリアルキレンイミン鎖は、好ましくは、
数平均分子量が３００以上であり、５００以上であることがより好ましい。また、ポリア
ルキレンイミン鎖の数平均分子量は、３，０００以下であることが好ましく、２，０００
以下であることがより好ましい。ポリアルキレンイミン系ポリマーに含まれるポリアルキ
レンイミン鎖の数平均分子量とは、特開２０１５－２８８３０号公報段落００２７に記載
のように求められる値である。
【００５２】
　１－ブロモナフタレン接触角制御の容易性の観点から、ポリアルキレンイミン系ポリマ
ーにおいてポリアルキレンイミン鎖の占める割合（以下、「ポリアルキレンイミン鎖比率
」とも記載する。）は、５．０質量％未満であることが好ましく、４．９質量％以下であ
ることがより好ましく、４．８質量％以下であることが更に好ましく、４．５質量％以下
であることが一層好ましく、４．０質量％以下であることがより一層好ましく、３．０質
量％以下であることが更に一層好ましい。また、同様の観点から、ポリアルキレンイミン
鎖比率は、０．２質量％以上であることが好ましく、０．３質量％以上であることがより
好ましく、０．５質量％以上であることが更に好ましい。
　以上記載したポリアルキレンイミン鎖の占める割合は、例えば、合成時に用いるポリア
ルキレンイミンとポリエステルとの混合比によって制御することができる。
【００５３】
　ポリアルキレンイミン系ポリマーにおいてポリアルキレンイミン鎖の占める割合は、核
磁気共鳴（Ｎｕｃｌｅａｒ　Ｍａｇｎｅｔｉｃ　Ｒｅｓｏｎａｎｃｅ；ＮＭＲ）、より詳
しくは、１Ｈ－ＮＭＲおよび１３Ｃ－ＮＭＲ、ならびに公知の手法を用いる元素分析によ
って得られる分析結果から、算出することができる。こうして算出される値は、ポリアル
キレンイミン系ポリマーの合成原料の配合比から求められる理論値と同様であるため、配
合比から求められる理論値を、ポリアルキレンイミン系ポリマーにおけるポリアルキレン
イミン鎖の占める割合（ポリアルキレンイミン鎖比率）として採用することができる。
【００５４】
（ポリエステル鎖）
　ポリアルキレンイミン系ポリマーは、以上説明したポリアルキレンイミン鎖とともに、
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他のポリマー鎖を含むことが好ましい。他のポリマー鎖としては、疎水性のポリマー鎖が
好ましく、より好ましくはポリエステル鎖である。ポリエステル鎖は、一態様では、式Ａ
で表されるアルキレンイミン鎖と、式Ａ中の＊１において、式Ａに含まれる窒素原子Ｎと
カルボニル結合－（Ｃ＝Ｏ）－により結合し、－Ｎ－（Ｃ＝Ｏ）－を形成することができ
る。また、他の一態様では、式Ｂで表されるアルキレンイミン鎖とポリエステル鎖とが、
式Ｂ中の窒素カチオンＮ＋とポリエステル鎖が有するアニオン性基により塩架橋基を形成
することができる。塩架橋基としては、ポリエステル鎖に含まれる酸素アニオンＯ－と式
Ｂ中のＮ＋とにより形成されるものを挙げることができるが、これに限定されるものでは
ない。
【００５５】
　式Ａで表されるアルキレンイミン鎖と、式Ａに含まれる窒素原子Ｎとカルボニル結合－
（Ｃ＝Ｏ）－により結合するポリエステル鎖としては、下記式１で表されるポリエステル
鎖を挙げることができる。下記式１で表されるポリエステル鎖は、＊１で表される結合位
置において、アルキレンイミン鎖に含まれる窒素原子とポリエステル鎖に含まれるカルボ
ニル基－（Ｃ＝Ｏ）－とが－Ｎ－（Ｃ＝Ｏ）－を形成することにより、式Ａで表されるア
ルキレンイミン鎖と結合することができる。
【００５６】
【化３】

【００５７】
　また、式Ｂで表されるアルキレンイミン鎖と、式Ｂ中のＮ＋とポリエステル鎖に含まれ
るアニオン性基が塩架橋基を形成することにより結合するポリエステル鎖としては、下記
式２で表されるポリエステル鎖を挙げることができる。下記式２で表されるポリエステル
鎖は、酸素アニオンＯ－により、式Ｂ中のＮ＋と塩架橋基を形成することができる。
【００５８】

【化４】

【００５９】
　式１中のＬ１および式２中のＬ２は、それぞれ独立に二価の連結基を表す。二価の連結
基としては、好ましくは炭素数３～３０のアルキレン基を挙げることができる。なおアル
キレン基の炭素数は、アルキレン基が置換基を有する場合には、先に記載したように、置
換基を除く部分（主鎖部分）の炭素数をいうものとする。
【００６０】
　式１中のｂ１１および式２中のｂ２１は、それぞれ独立に２以上の整数を表し、例えば
２００以下の整数である。後述の実施例に示すラクトン繰り返し単位数は、式１中のｂ１
１または式２中のｂ２１に相当する。



(11) JP 6474748 B2 2019.2.27

10

20

30

40

50

【００６１】
　式１中のｂ１２および式２中のｂ２２は、それぞれ独立に０または１を表す。
【００６２】
　式１中のＸ１、式２中のＸ２は、それぞれ独立に、水素原子または一価の置換基を表す
。一価の置換基としては、アルキル基、ハロアルキル基（例えばフルオロアルキル基等）
、アルコキシ基、ポリアルキレンオキシアルキル基およびアリール基からなる群から選択
される一価の置換基を挙げることができる。
【００６３】
　アルキル基は置換基を有していてもよく、無置換であってもよい。置換基を有するアル
キル基としては、ヒドロキシル基が置換したアルキル基（ヒドロキシアルキル基）、ハロ
ゲン原子が１つ以上置換したアルキル基が好ましい。また、炭素原子と結合する全水素原
子がハロゲン原子に置換したアルキル基（ハロアルキル基）も好ましい。ハロゲン原子と
しては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子等を挙げることができる。アルキル基としては
、より好ましくは炭素数１～３０、更に好ましくは炭素数１～１０のアルキル基である。
アルキル基は、直鎖状、分岐鎖状および環状のいずれであってもよい。ハロアルキル基に
ついても、同様である。
【００６４】
　置換または無置換のアルキル基、ハロアルキル基の具体例については、特開２０１５－
２８８３０号公報段落００５２を参照できる。アルコキシ基の具体例については、特開２
０１５－２８８３０号公報段落００５３を参照できる。
【００６５】
　ポリアルキレンオキシアルキル基とは、Ｒ１０（ＯＲ１１）ｎ（Ｏ）ｍ－で表される一
価の置換基である。Ｒ１０はアルキル基を表し、Ｒ１１はアルキレン基を表し、ｎは２以
上の整数を表し、ｍは０または１を表す。
　Ｒ１０で表されるアルキル基については、Ｘ１、Ｘ２で表されるアルキル基について記
載した通りである。Ｒ１１で表されるアルキレン基の詳細については、Ｘ１、Ｘ２で表さ
れるアルキル基に関する上記の記載を、これらアルキレン基から水素原子を１つ取り去っ
たアルキレン基に読み替えて（例えば、メチル基はメチレン基に読み替えて）適用するこ
とができる。ｎは２以上の整数であり、例えば１０以下、好ましくは５以下の整数である
。
【００６６】
　アリール基は置換基を有していても縮環していてもよく、より好ましくは炭素数６～　
２４のアリール基であり、例えばフェニル基、４－メチルフェニル基、４－フェニル安息
香酸、３－シアノフェニル基、２－クロロフェニル基、２－ナフチル基等を挙げることが
できる。
【００６７】
　以上記載した式１で表されるポリエステル鎖および式２で表されるポリエステル鎖は、
それぞれ、は、公知のポリエステル合成法により得られたポリエステル由来の構造である
ことができる。ポリエステル合成法としては、例えば、ラクトンの開環重合を挙げること
ができる。ラクトンとしては、例えば、特開２０１５－２８８３０号公報段落００５６に
記載の各種ラクトンを例示できる。ラクトンとしては、ε－カプロラクトン、ラクチドま
たはδ－バレロラクトンが、反応性および／または入手性の観点から好ましい。ただし、
これらに限定されるものではなく、開環重合によりポリエステルを得ることができるもの
であれば、いずれのラクトンであってもよい。
【００６８】
　ラクトンの開環重合のための求核試薬については、特開２０１５－２８８３０号公報段
落００５７を参照できる。
【００６９】
　ただし、上記ポリエステル鎖は、ラクトンの開環重合により得られたポリエステル由来
の構造に限定されるものではなく、公知のポリエステル合成法、例えば、多価カルボン酸
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と多価アルコールとの重縮合、ヒドロキシカルボン酸の重縮合等により得られたポリエス
テル由来の構造であることもできる。
【００７０】
　１－ブロモナフタレン接触角制御の容易性の観点からは、ポリエステル鎖の数平均分子
量は、２００以上であることが好ましく、４００以上であることがより好ましく、５００
以上であることが更に好ましい。また、同様の観点から、ポリエステル鎖の数平均分子量
は、１００，０００以下であることが好ましく、５０，０００以下であることがより好ま
しい。ポリエステル鎖の数平均分子量とは、特開２０１５－２８８３０号公報段落００５
９に記載のように求められる値である。
【００７１】
（ポリアルキレンイミン系ポリマーの重量平均分子量）
　ポリアルキレンイミン系ポリマーの平均分子量は、重量平均分子量として、例えば１，
０００以上であり、また例えば８０，０００以下である。また、ポリアルキレンイミン系
ポリマーの重量平均分子量は、１，５００以上であることが好ましく、２，０００以上で
あることがより好ましく、３，０００以上であることが更に好ましい。また、一態様では
、ポリアルキレンイミン系ポリマーの重量平均分子量は、６０，０００以下であることが
好ましく、４０，０００以下であることがより好ましく、３５，０００以下であることが
更に好ましく、３４，０００以下であることが一層好ましく、３０，０００以下であるこ
とがより一層好ましく、２０，０００以下であることが更に一層好ましく、１０，０００
以下であることが更により一層好ましい。
　本発明および本明細書において、ポリアルキレンイミン系ポリマーの重量平均分子量と
は、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）により標準ポリスチレン換算で求められる値
をいう。測定条件については、特開２０１５－２８８３０号公報の実施例を参照できる。
【００７２】
（合成方法）
　ポリアルキレンイミン系ポリマーの合成方法は、特に限定されるものではない。合成方
法の好ましい一態様については、特開２０１５－２８８３０号公報段落００６１～００６
９および同公報の実施例を参照できる。
【００７３】
（他のポリマー鎖）
　ポリアルキレンイミン系ポリマーは、ポリマー鎖として、ポリエステル鎖以外のポリマ
ー鎖を有するものであってもよく、ポリエステル鎖とともにポリエステル鎖以外のポリマ
ー鎖を有するものであってもよい。そのようなポリマー鎖も、例えば、ポリエステル鎖の
導入について特開２０１５－２８８３０号公報の上記段落に記載されている方法と同様の
方法によって、ポリアルキレンイミン系ポリマーに導入することができる。
【００７４】
＜＜他のアミン系ポリマー＞＞
　以上説明したポリアルキレンイミン系ポリマーは、アミン系ポリマーの一種である。含
窒素ポリマーは、ポリアルキレンイミン系ポリマー以外のアミン系ポリマーであってもよ
い。また、ポリアルキレンイミン系ポリマーと、他のアミン系ポリマーとを併用してもよ
い。
【００７５】
　アミン系ポリマーとは、ＮＨ２Ｒで表される第一級アミン、ＮＨＲ２で表される第二級
アミン、およびＮＲ３で表される第三級アミンからなる群から選ばれるいずれかの構造の
１つ以上を有するポリマーをいう。上記において、Ｒはアミン系ポリマーを構成する任意
の構造を示し、複数存在するＲは同一であっても異なっていてもよい。
【００７６】
　アミン系ポリマーが有するポリマー鎖としては、ポリエステル鎖、ポリアミド鎖、ポリ
ウレタン鎖等の各種ポリマー鎖を挙げることができる。ポリマー鎖の数平均分子量につい
ては、先にポリアルキレンイミン系ポリマーのポリエチレン鎖について記載した範囲であ
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ることが好ましい。アミン系ポリマーとしては、公知の方法で合成されたものを用いても
よく、市販品を用いてもよい。市販品の具体例としては、例えば、ビックケミージャパン
社製ＡＮＴＩ－ＴＥＲＲＡ－Ｕ／Ｕ１００、ＡＮＴＩ－ＴＥＲＲＡ－２０４／２０５、Ｄ
ＩＳＰＥＲＢＹＫ－１０１、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１０２、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１０３
、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１０６、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１０８、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１
０９、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１１０、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１１１、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ
－１１２、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１１６、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１３０、ＤＩＳＰＥＲＢ
ＹＫ－１４０、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１４２、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１４５、ＤＩＳＰＥ
ＲＢＹＫ－１６１、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１６２、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１６３、ＤＩＳ
ＰＥＲＢＹＫ－１６４、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１６６、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１６０、Ｄ
ＩＳＰＥＲＢＹＫ－１６７、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１６８、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１７０
ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１７１、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１７４、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１８
０、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１８２、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１８３ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１
８４、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１８５、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－２０００、ＤＩＳＰＥＲＢＹ
Ｋ－２００１、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－２０２０、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－２０５０、ＤＩＳ
ＰＥＲＢＹＫ－２０７０、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－２０９６、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－２１５
０、ＢＹＫ－Ｐ１０４、ＢＹＫ－Ｐ１０５、ＢＹＫ－９０７６、ＢＹＫ－９０７７、ＢＹ
Ｋ－２２０Ｓ等が挙げられる。ただしアミン系ポリマーは、これらに限定されるものでは
ない。
【００７７】
　以上説明した含窒素ポリマーは、バックコート層に一種含まれてもよく、二種以上が含
まれてもよい。１－ブロモナフタレン接触角制御の容易性の観点からは、バックコート層
における含窒素ポリマー、好ましくはアミン系ポリマーの含有量は、非磁性粉末１００．
０質量部に対して０．５質量部以上とすることが好ましく、１．０質量部以上とすること
がより好ましい。また、同様の観点から、バックコート層における含窒素ポリマーの含有
量は、非磁性粉末１００質量部に対して５０．０質量部以下とすることが好ましく、４０
．０質量部以下とすることがより好ましく、３０．０質量部以下とすることが更に好まし
く、２０．０質量部以下とすることが一層好ましく、１５．０質量部以下とすることがよ
り一層好ましい。
【００７８】
　次に、上記磁気テープの各層および非磁性支持体について、更に詳細に説明する。
【００７９】
［磁性層］
＜強磁性粉末＞
　磁性層は、強磁性粉末および結合剤を含む。強磁性粉末としては、磁気テープ等の磁気
記録媒体の磁性層において強磁性粉末として通常用いられる各種粉末を使用することがで
きる。強磁性粉末として平均粒子サイズの小さいものを使用することは、磁気テープの記
録密度向上の観点から好ましい。この点から、強磁性粉末としては、平均粒子サイズが５
０ｎｍ以下の強磁性粉末を用いることが好ましい。一方、磁化の安定性の観点からは、強
磁性粉末の平均粒子サイズは１０ｎｍ以上であることが好ましい。
【００８０】
　強磁性粉末の平均粒子サイズは、透過型電子顕微鏡を用いて、以下の方法により測定さ
れる値とする。
　強磁性粉末を、透過型電子顕微鏡を用いて撮影倍率１０００００倍で撮影し、総倍率５
０００００倍になるように印画紙にプリントして強磁性粉末を構成する粒子の写真を得る
。得られた粒子の写真から目的の粒子を選びデジタイザーで粒子の輪郭をトレースし粒子
（一次粒子）のサイズを測定する。一次粒子とは、凝集のない独立した粒子をいう。
　以上の測定を、無作為に抽出した５００個の粒子について行う。こうして得られた５０
０個の粒子の粒子サイズの算術平均を、強磁性粉末の平均粒子サイズとする。上記透過型
電子顕微鏡としては、例えば日立製透過型電子顕微鏡Ｈ－９０００型を用いることができ
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る。また、粒子サイズの測定は、公知の画像解析ソフト、例えばカールツァイス製画像解
析ソフトＫＳ－４００を用いて行うことができる。
　本発明および本明細書において、強磁性粉末、およびその他の粉末についての平均粒子
サイズとは、特記しない限り、上記方法により求められる平均粒子サイズをいうものとす
る。後述の実施例に示す平均粒子サイズの測定は、特記しない限り、透過型電子顕微鏡と
して日立製透過型電子顕微鏡Ｈ－９０００型、画像解析ソフトとしてカールツァイス製画
像解析ソフトＫＳ－４００を用いて行った。
【００８１】
　例えば、粒子サイズ測定のために磁性層から強磁性粉末等の試料粉末を採取する方法と
しては、特開２０１１－０４８８７８号公報の段落００１５に記載の方法を採用すること
ができる。
【００８２】
　本発明および本明細書において、強磁性粉末等の粉末を構成する粒子のサイズ（以下、
「粒子サイズ」と言う）は、上記の粒子写真において観察される粒子の形状が、
（１）針状、紡錘状、柱状（ただし、高さが底面の最大長径より大きい）等の場合は、粒
子を構成する長軸の長さ、即ち長軸長で表され、
（２）板状または柱状（ただし、厚さまたは高さが板面または底面の最大長径より小さい
）場合は、その板面または底面の最大長径で表され、
（３）球形、多面体状、不特定形等であって、かつ形状から粒子を構成する長軸を特定で
きない場合は、円相当径で表される。円相当径とは、円投影法で求められるものを言う。
【００８３】
　また、粉末の平均針状比は、上記測定において粒子の短軸の長さ、即ち短軸長を測定し
、各粒子の（長軸長／短軸長）の値を求め、上記５００個の粒子について得た値の算術平
均を指す。ここで、短軸長とは、上記粒子サイズの定義で（１）の場合は、粒子を構成す
る短軸の長さを、同じく（２）の場合は、厚さまたは高さを各々指し、（３）の場合は、
長軸と短軸の区別がないから、（長軸長／短軸長）は、便宜上１とみなす。
　そして、粒子の形状が特定の場合、例えば、上記粒子サイズの定義（１）の場合、平均
粒子サイズは平均長軸長であり、同定義（２）の場合、平均粒子サイズは平均板径であり
、平均板状比とは、（最大長径／厚さまたは高さ）の算術平均である。同定義（３）の場
合、平均粒子サイズは、平均直径（平均粒径、平均粒子径ともいう）である。
【００８４】
　強磁性粉末の好ましい具体例としては、強磁性六方晶フェライト粉末を挙げることがで
きる。強磁性六方晶フェライト粉末の平均粒子サイズ（平均板径）は、高密度記録化と磁
化の安定性の観点から、１０ｎｍ以上５０ｎｍ以下であることが好ましく、２０ｎｍ以上
５０ｎｍ以下であることがより好ましい。強磁性六方晶フェライト粉末の詳細については
、例えば、特開２０１１－２２５４１７号公報段落００１２～００３０、特開２０１１－
２１６１４９号公報の段落０１３４～０１３６、特開２０１２－２０４７２６号公報段落
００１３～００３０を参照できる。
【００８５】
　強磁性粉末の好ましい具体例としては、強磁性金属粉末を挙げることもできる。強磁性
金属粉末の平均粒子サイズ（平均長軸長）は、高密度記録化と磁化の安定性の観点から、
１０ｎｍ以上５０ｎｍ以下であることが好ましく、２０ｎｍ以上５０ｎｍ以下であること
がより好ましい。強磁性金属粉末の詳細については、例えば特開２０１１－２１６１４９
号公報の段落０１３７～０１４１、特開２００５－２５１３５１号公報段落０００９～０
０２３を参照できる。
【００８６】
　磁性層における強磁性粉末の含有量（充填率）は、好ましくは５０～９０質量％の範囲
であり、より好ましくは６０～９０質量％の範囲である。磁性層の強磁性粉末以外の成分
は、少なくとも結合剤であり、任意に一種以上の添加剤が含まれ得る。磁性層において強
磁性粉末の充填率が高いことは、記録密度向上の観点から好ましい。
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【００８７】
＜結合剤、硬化剤＞
　上記磁気テープは塗布型の磁気テープであって、磁性層に、強磁性粉末とともに結合剤
を含む。結合剤は、一種以上の樹脂を含む。樹脂は、ホモポリマーであってもコポリマー
（共重合体）であってもよい。結合剤としては、磁気テープ等の塗布型磁気記録媒体の結
合剤として通常使用される各種樹脂を用いることができる。例えば、結合剤としては、ポ
リウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、塩化ビニル樹脂、スチレン、アク
リロニトリル、メチルメタクリレート等を共重合したアクリル樹脂、ニトロセルロース等
のセルロース樹脂、エポキシ樹脂、フェノキシ樹脂、ポリビニルアセタール、ポリビニル
ブチラール等のポリビニルアルキラール樹脂等から単独または複数の樹脂を混合して用い
ることができる。これらの中で好ましいものはポリウレタン樹脂、アクリル樹脂、セルロ
ース樹脂、および塩化ビニル樹脂である。これらの樹脂は、後述するバックコート層およ
び／または任意に設けられる非磁性層においても結合剤として使用することができる。以
上の結合剤については、特開２０１０－２４１１３号公報段落００２８～００３１を参照
できる。結合剤として使用される樹脂の平均分子量は、重量平均分子量として、例えば３
０，０００以上、２００，０００以下であることができる。
【００８８】
　また、上記結合剤として使用可能な樹脂とともに硬化剤を使用することもできる。硬化
剤は、一態様では加熱により硬化反応（架橋反応）が進行する化合物である熱硬化性化合
物であることができ、他の一態様では光照射により硬化反応（架橋反応）が進行する光硬
化性化合物であることができる。好ましい硬化剤は、熱硬化性化合物であり、ポリイソシ
アネートが好適である。ポリイソシアネートの詳細については、特開２０１１－２１６１
４９号公報段落０１２４～０１２５を参照できる。硬化剤は、磁性層形成用組成物中に、
結合剤１００．０質量部に対して例えば０～８０．０質量部、磁性層の強度向上の観点か
らは好ましくは５０．０～８０．０質量部の量で添加し使用することができる。
【００８９】
＜添加剤＞
　磁性層には、強磁性粉末および結合剤が含まれ、必要に応じて一種以上の添加剤が含ま
れていてもよい。添加剤としては、一例として、上記の硬化剤が挙げられる。なお硬化剤
は、磁性層形成工程の中で硬化反応が進行することにより、少なくとも一部は、結合剤等
の他の成分と反応（架橋）した状態で磁性層に含まれ得る。この点は、バックコート層形
成用組成物等の他の層を形成するために用いられる組成物が硬化剤を含む場合に、この組
成物を用いて形成される層についても、同様である。また、磁性層に含まれる添加剤とし
ては、非磁性粉末（例えば無機粉末、カーボンブラック）、潤滑剤、分散剤、分散助剤、
防黴剤、帯電防止剤、酸化防止剤等を挙げることができる。また、非磁性粉末としては、
研磨剤として機能することができる非磁性粉末、磁性層表面に適度に突出する突起を形成
する突起形成剤として機能することができる非磁性粉末（例えば非磁性コロイド粒子等）
が挙げられる。なお後述の実施例に示すコロイダルシリカ（シリカコロイド粒子）の平均
粒子サイズは、特開２０１１－０４８８７８号公報段落００１５に平均粒径の測定方法と
して記載されている方法により求められた値である。添加剤は、所望の性質に応じて市販
品を適宜選択して任意の量で使用することができる。研磨剤を含む磁性層に使用され得る
添加剤の一例としては、特開２０１３－１３１２８５号公報段落００１２～００２２に記
載の分散剤を、研磨剤の分散性を向上するための分散剤として挙げることができる。
【００９０】
　以上説明した磁性層は、非磁性支持体表面上に直接、または非磁性層を介して間接的に
、設けることができる。非磁性層、非磁性支持体の詳細については、後述する。
【００９１】
［非磁性層］
　次に非磁性層について説明する。上記磁気テープは、非磁性支持体上に直接磁性層を有
していてもよく、非磁性支持体上に少なくとも一層の他の層を介して磁性層を有していて
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もよい。かかる他の層は、好ましくは、非磁性粉末と結合剤を含む非磁性層である。非磁
性層に使用される非磁性粉末は、無機物質でも有機物質でもよい。また、カーボンブラッ
ク等も使用できる。無機物質としては、例えば金属、金属酸化物、金属炭酸塩、金属硫酸
塩、金属窒化物、金属炭化物、金属硫化物等が挙げられる。これらの非磁性粉末は、市販
品として入手可能であり、公知の方法で製造することもできる。その詳細については、特
開２０１１－２１６１４９号公報段落０１４６～０１５０を参照できる。非磁性層に使用
可能なカーボンブラックについては、特開２０１０－２４１１３号公報段落００４０～０
０４１も参照できる。非磁性層における非磁性粉末の含有量（充填率）は、好ましくは５
０～９０質量％の範囲であり、より好ましくは６０～９０質量％の範囲である。
【００９２】
　非磁性層の結合剤、添加剤等のその他詳細は、非磁性層に関する公知技術が適用できる
。また、例えば、結合剤量および種類、添加剤量および種類に関しては、磁性層に関する
公知技術も適用できる。
【００９３】
　なお、上記磁気テープの非磁性層には、非磁性粉末とともに、例えば不純物として、ま
たは意図的に、少量の強磁性粉末を含む実質的に非磁性な層も包含されるものとする。こ
こで実質的に非磁性な層とは、この層の残留磁束密度が１０ｍＴ以下であるか、保磁力が
７．９６ｋＡ／ｍ（１００Ｏｅ）以下であるか、または、残留磁束密度が１０ｍＴ以下で
あり、かつ保磁力が７．９６ｋＡ／ｍ（１００Ｏｅ）以下である層をいうものとする。非
磁性層は、残留磁束密度および保磁力を持たないことが好ましい。
【００９４】
［バックコート層］
　上記磁気テープは、非磁性支持体の磁性層を有する表面とは反対の表面側にバックコー
ト層を有する。バックコート層は、先に記載したように厚みが０．２０μｍ以下であり、
かつバックコート層表面において測定される１－ブロモナフタレン接触角が１０．０～３
０．０°の範囲である。バックコート層は、非磁性粉末および結合剤を含む。バックコー
ト層は、先に記載したように、１－ブロモナフタレン接触角調整成分を含むことができる
。更にバックコート層は、任意に公知の添加剤を含むことができる。バックコート層の結
合剤、添加剤等のその他詳細は、バックコート層に関する公知技術を適用することができ
、磁性層および／または非磁性層に関する公知技術を適用することもできる。
【００９５】
　バックコート層に含まれる非磁性粉末としては、カーボンブラックと、カーボンブラッ
ク以外の非磁性粉末と、のいずれか一方または両方を使用することができる。カーボンブ
ラック以外の非磁性粉末としては、無機物質の粉末（無機粉末）を挙げることができる。
具体例としては、酸化鉄（例えばベンガラ）、二酸化チタン等のチタン酸化物、酸化セリ
ウム、酸化スズ、酸化タングステン、ＺｎＯ、ＺｒＯ２、ＳｉＯ２、Ｃｒ２Ｏ３、α－ア
ルミナ、β－アルミナ、γ－アルミナ、ゲータイト、コランダム、窒化珪素、チタンカー
バイト、酸化マグネシウム、窒化ホウ素、二硫化モリブデン、酸化銅、ＭｇＣＯ３、Ｃａ
ＣＯ３、ＢａＣＯ３、ＳｒＣＯ３、ＢａＳＯ４、炭化珪素、炭化チタン等の無機粉末を挙
げることができる。バックコート層に含まれる非磁性粉末については、非磁性層に含まれ
る非磁性粉末に関する上記記載も参照できる。
【００９６】
　カーボンブラック以外の非磁性粉末の形状は針状、球状、多面体状、板状のいずれでも
よい。これら非磁性粉末の平均粒子サイズは、０．００５～２．００μｍの範囲であるこ
とが好ましく、０．０１～０．２０μｍの範囲であることが更に好ましい。また、非磁性
粉末のＢＥＴ（Brunauer-Emmett-Teller）法により求められる比表面積（ＢＥＴ比表面積
）は、１～１００ｍ２／ｇの範囲であることが好ましく、より好ましくは５～７０ｍ２／
ｇ、更に好ましくは１０～６５ｍ２／ｇの範囲である。一方、カーボンブラックの平均粒
子サイズは、例えば５～８０ｎｍの範囲であり、好ましくは１０～５０ｎｍ、更に好まし
くは１０～４０ｎｍの範囲である。バックコート層における非磁性粉末の含有量（充填率
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）については、非磁性層の非磁性粉末に関する上記の記載を参照できる。また、非磁性粉
末全量１００．０質量部に対するカーボンブラック含有量は、例えば１０．０～１００．
０質量部の範囲とすることができる。非磁性粉末全量をカーボンブラックとしてもよい。
また、非磁性粉末全量を、カーボンブラック以外の非磁性粉末としてもよい。カーボンブ
ラックは、他の非磁性粉末と比べて脂肪酸を吸着し難い性質を有すると考えられる。その
ため、バックコート層の非磁性粉末に占めるカーボンブラックの割合を増すほど、脂肪酸
がバックコート層の層内に留まり難くなりバックコート層表面に供給され易くなると推察
される。バックコート層表面に供給される脂肪酸量が多くなるほど、バックコート層表面
において測定される１－ブロモナフタレン接触角の値は大きくなると考えられる。このよ
うに、バックコート層の非磁性粉末の種類および割合を調整することによっても、１－ブ
ロモナフタレン接触角を調整することができる。
【００９７】
［非磁性支持体］
　次に、非磁性支持体について説明する。非磁性支持体としては、二軸延伸を行ったポリ
エチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリアミド、ポリアミドイミド、
芳香族ポリアミド等の公知のものが挙げられる。これらの中でもポリエチレンテレフタレ
ート、ポリエチレンナフタレート、およびポリアミドが好ましい。これらの支持体はあら
かじめコロナ放電、プラズマ処理、易接着処理、熱処理等を行ってもよい。
【００９８】
［非磁性支持体の厚み、各層の厚み］
　非磁性支持体の厚みは、好ましくは３．００～２０．００μｍ、より好ましくは３．０
０～１０．００μｍ、更に好ましくは３．００～６．００μｍであり、特に好ましくは３
．００～４．５０μｍである。
【００９９】
　磁性層の厚みは、用いる磁気ヘッドの飽和磁化量、ヘッドギャップ長、記録信号の帯域
等に基づき最適化することが好ましい。高密度記録化のためには、磁性層の厚みは、１０
～１００ｎｍであることが好ましく、２０～９０ｎｍであることがより好ましい。磁性層
は少なくとも一層あればよく、磁性層を異なる磁気特性を有する２層以上に分離してもか
まわず、公知の重層磁性層に関する構成が適用できる。２層以上に分離する場合の磁性層
の厚みとは、これらの層の合計厚みとする。
【０１００】
　非磁性層の厚みは、例えば０．０５μｍ以上であり、好ましくは０．０７μｍ以上であ
り、より好ましくは０．１０μｍ以上である。一方、非磁性層の厚みは、０．８０μｍ以
下であることが好ましく、０．５０μｍ以下であることがより好ましい。
【０１０１】
　バックコート層の厚みについては、先に記載した通りである。バックコート層を薄層化
することは、磁気テープの薄型化のための手段の１つとして挙げられる。磁気テープを薄
型化することにより磁気テープカートリッジ１巻あたりの記録容量を高める観点から、上
記磁気テープの総厚は、６．００μｍ以下であることが好ましく、５．００μｍ以下であ
ることがより好ましく、４．５０μｍ以下であることが更に好ましい。一方、磁気テープ
の取り扱いの容易性（ハンドリング性）等の観点からは、磁気テープの総厚は１．００μ
ｍ以上であることが好ましい。
【０１０２】
　磁気テープの各層および非磁性支持体の厚みは、公知の膜厚測定法により求めることが
できる。一例として、例えば、磁気テープの厚み方向の断面を、イオンビーム、ミクロト
ーム等の公知の手法により露出させた後、露出した断面において走査型電子顕微鏡を用い
て断面観察を行う。断面観察において厚み方向の１箇所において求められた厚み、または
２箇所以上の複数箇所において求められた厚みの算術平均として、各種厚みを求めること
ができる。または、各層の厚みは、製造条件から算出される設計厚みとして求めてもよい
。
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【０１０３】
［磁気テープの製造工程］
　上記磁気テープは、塗布型の磁気テープであり、磁性層、バックコート層、および任意
に設けられる非磁性層等の各層を形成するための組成物（塗布液）を用いて製造すること
ができる。以下に、磁気テープの製造工程の具体的態様を説明する。ただし本発明の磁気
テープは、バックコート層の厚みおよびバックコート層表面において測定される１－ブロ
モナフタレン接触角が上記の範囲のものであればよく、下記態様の製造工程により製造さ
れるものに限定されるものではない。
【０１０４】
＜各層形成用組成物の調製＞
　各層形成用組成物（塗布液）は、先に説明した各種成分とともに、通常、溶媒を含む。
溶媒としては、一般に塗布型磁気記録媒体製造のために使用される有機溶媒を挙げること
ができる。各層形成用組成物を調製する工程は、通常、混練工程、分散工程、およびこれ
らの工程の前後に必要に応じて設けた混合工程を含む。個々の工程はそれぞれ２段階以上
にわかれていてもかまわない。強磁性粉末、非磁性粉末、結合剤、各種添加剤、溶媒等の
すべての成分は、どの工程の最初または途中で添加してもかまわない。また、個々の成分
を２つ以上の工程で分割して添加してもかまわない。例えば、磁性層形成用組成物につい
ては、一態様では、強磁性粉末を含有する分散液（磁性液）と研磨剤を含有する分散液（
研磨剤液）とをそれぞれ別分散して調製した後、同時または順次、他の成分と混合し磁性
層形成用組成物を調製することができる。その他、各層形成用組成物の調製については、
特開２０１０－２３１８４３号公報段落００６５も参照できる。
【０１０５】
＜塗布工程＞
　磁性層は、磁性層形成用組成物を、非磁性支持体表面に直接、または非磁性層形成用組
成物と逐次もしくは同時に重層塗布することにより形成することができる。磁性層表面を
、表面処理することもできる。表面処理することは、磁性層の表面平滑性を高めるうえで
好ましい。一例として、磁性層表面の表面処理としては、特開平５－６２１７４号公報に
記載の研磨手段を用いる研磨処理を挙げることができる。上記表面処理については、同公
報段落０００５～００３２および全図面を参照できる。
　バックコート層は、バックコート層形成用組成物を、非磁性支持体の磁性層が設けられ
た表面、または磁性層が追って設けられる表面とは反対側の表面に塗布することにより形
成することができる。
　各層形成のための塗布の詳細については、特開２０１０－２３１８４３号公報段落００
６６を参照できる。
【０１０６】
＜その他工程＞
　磁気テープ製造のためのその他の各種工程については、特開２０１０－２３１８４３号
公報段落００６７～００７０を参照できる。
【０１０７】
　以上説明した本発明の磁気テープは、厚み０．２０μｍ以下の薄層化されたバックコー
ト層を有し、かつ優れた走行安定性を示すことができる。走行安定性の指標としては、後
述の実施例で評価されているＰＥＳ（Ｐｏｓｉｔｉｏｎ　Ｅｒｒｏｒ　Ｓｉｇｎａｌ）を
挙げることができる。ＰＥＳは、値が小さいほど走行安定性が良好であることを意味する
。本発明の磁気テープによれば、一態様では、７０ｎｍ以下のＰＥＳを達成することがで
きる。
【実施例】
【０１０８】
　以下に、本発明を実施例に基づき説明する。但し、本発明は実施例に示す態様に限定さ
れるものではない。特記しない限り、以下に記載の「部」は質量基準である。
【０１０９】
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　以下に記載のポリアルキレンイミン系ポリマーとは、下記方法により合成された合成品
である。
【０１１０】
［ポリアルキレンイミン系ポリマーの合成例］
　下記の酸価およびアミン価は、電位差法（溶媒：テトラヒドロフラン／水＝１００／１
０（体積比）、滴定液：０．０１Ｎ（０．０１ｍｏｌ／ｌ）水酸化ナトリウム水溶液（酸
価）、０．０１Ｎ （０．０１ｍｏｌ／ｌ）塩酸（アミン価））により決定した。
【０１１１】
　下記の数平均分子量および重量平均分子量は、ＧＰＣ法により測定しポリスチレン換算
値として求めた。
【０１１２】
　ポリエステル、ポリアルキレンイミン、およびポリアルキレンイミン系ポリマーの平均
分子量の測定条件は、それぞれ以下の通りとした。
（ポリエステルの平均分子量の測定条件）
　測定器：ＨＬＣ－８２２０ＧＰＣ（東ソー社製）
　カラム：ＴＳＫｇｅｌ　Ｓｕｐｅｒ　ＨＺ　２０００／ＴＳＫｇｅｌ　Ｓｕｐｅｒ　Ｈ
Ｚ　４０００／ＴＳＫｇｅｌ　Ｓｕｐｅｒ　ＨＺ－Ｈ（東ソー社製）
　溶離液：テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
　流速：０．３５ｍＬ／ｍｉｎ
　カラム温度：４０℃
　検出器：示差屈折（Ｒｅｆｒａｃｔｉｖｅ　Ｉｎｄｅｘ；ＲＩ）検出器
【０１１３】
（ポリアルキレンイミンの平均分子量、ポリアルキレンイミン系ポリマーの平均分子量の
測定条件）
　測定器：ＨＬＣ－８３２０ＧＰＣ（東ソー社製）
　カラム：ＴＳＫｇｅｌ　Ｓｕｐｅｒ　ＡＷＭ－Ｈ（東ソー社製）３本
　溶離液：Ｎ－メチル－２－ピロリドン(添加剤として１０ｍＭ臭化リチウム添加)
　流速：０.３５ｍＬ／ｍｉｎ
　カラム温度：４０℃
　検出器：ＲＩ
【０１１４】
＜ポリエステル（ｉ－１）の合成＞
　５００ｍＬ３口フラスコに、カルボン酸としてｎ－オクタン酸（和光純薬社製）１６．
８ｇ、ラクトンとしてε－カプロラクトン（ダイセル工業化学社製プラクセルＭ）１００
ｇ、触媒としてモノブチルすずオキシド（和光純薬社製）（Ｃ４Ｈ９Ｓｎ（Ｏ）ＯＨ）２
．２ｇを混合し、１６０℃で１時間加熱した。ε－カプロラクトン１００ｇを５時間かけ
て滴下し更に２時間攪拌した。その後、室温まで冷却しポリエステル（ｉ-１）を得た。
　合成スキームを以下に示す。
【０１１５】
【化５】

【０１１６】
　得られたポリエステルの数平均分子量および重量平均分子量を下記表１に示す。また、
原料仕込み比より算出したラクトン繰り返し単位の単位数も下記表１に示す。
【０１１７】
＜ポリアルキレンイミン系ポリマーの合成＞
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　ポリエチレンイミン（日本触媒製ＳＰ－００６、数平均分子量６００）２．４ｇおよび
ポリエステル（ｉ－１）１００ｇを混合し、混合液の温度１１０℃で３時間加熱して、ポ
リアルキレンイミン系ポリマーを得た。
　得られたポリアルキレンイミン系ポリマーについて、1Ｈ－ＮＭＲおよび１３Ｃ－ＮＭ
Ｒの両ＮＭＲ分析結果ならびに燃焼法を用いる元素分析の分析結果から、ポリアルキレン
イミン系ポリマーに占めるポリアルキレンイミン鎖の割合（ポリアルキレンイミン鎖比率
）を算出した。結果を表１に示す。算出されたポリアルキレンイミン鎖比率は、ポリアル
キレンイミンおよびポリエステルの仕込み量から算出された値と同様の値であった。
【０１１８】
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【表１】

【０１１９】
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［磁気テープ作製例］
＜実施例１＞
　各層形成用組成物の処方を、下記に示す。
【０１２０】
（磁性層形成用組成物）
（磁性液）
　強磁性粉末（強磁性六方晶バリウムフェライト粉末；表２中、「ＢＦ」と記載。）：１
００．０部
　（保磁力Ｈｃ：１９６ｋＡ／ｍ（２４６０Ｏｅ）、平均粒子サイズ（平均板径）２４ｎ
ｍ）
　オレイン酸：２．０部
　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１０．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂：４．０部
　（重量平均分子量７０，０００、ＳＯ３Ｎａ基：０．０７ｍｅｑ／ｇ）
　メチルエチルケトン：１５０．０部
　シクロヘキサノン：１５０．０部
（研磨剤液）
　α－アルミナ（ＢＥＴ比表面積１９ｍ２／ｇ）：６．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂
　（重量平均分子量７０，０００、ＳＯ３Ｎａ基：０．１ｍｅｑ／ｇ）：０．６部
　２，３－ジヒドロキシナフタレン：０．６部
　シクロヘキサノン：２３．０部
（突起形成剤液）
　コロイダルシリカ（平均粒子サイズ１２０ｎｍ）：２．０部
　メチルエチルケトン：８．０部
（潤滑剤、硬化剤液）
　ステアリン酸：１．５部
　ステアリン酸アミド：０．３部
　ステアリン酸ブチル：６．０部
　メチルエチルケトン：１１０．０部
　シクロヘキサノン：１１０．０部
　ポリイソシアネート（日本ポリウレタン製コロネート（登録商標）Ｌ）：３．０部
【０１２１】
（非磁性層形成用組成物）
　カーボンブラック（平均粒子サイズ１６ｎｍ、ＤＢＰ（Ｄｉｂｕｔｙｌ　ｐｈｔｈａｌ
ａｔｅ）吸油量７４ｃｍ３／１００ｇ）：１００．０部
　トリオクチルアミン：４．０部
　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１９．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂
　（重量平均分子量５０，０００、ＳＯ３Ｎａ基：０．０７ｍｅｑ／ｇ）：１２．０部
　メチルエチルケトン：３７０．０部
　シクロヘキサノン：３７０．０部
　ステアリン酸：１．５部
　ステアリン酸アミド：０．３部
　ステアリン酸ブチル：１．５部
【０１２２】
（バックコート層形成用組成物Ａ）
　ベンガラ（平均粒子サイズ：０．１５μｍ、平均針状比：７、ＢＥＴ比表面積５２ｍ２

／ｇ）：８０．０部
　カーボンブラック（平均粒子サイズ１６ｎｍ、ＤＢＰ吸油量７４ｃｍ３／１００ｇ）：
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２０．０部
　フェニルホスホン酸：３．０部
　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１２．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂
　（重量平均分子量５０，０００、ＳＯ３Ｎａ基：０．０７ｍｅｑ／ｇ）：８．０部
　上記合成したポリアルキレンイミン系ポリマー：表２参照
　α－アルミナ（ＢＥＴ比表面積１７ｍ２／ｇ）：５．０部
　メチルエチルケトン：３７０．０部
　シクロヘキサノン：３７０．０部
　ステアリン酸：表２参照
　ステアリン酸アミド：０．３部
　ステアリン酸ブチル：２．０部
　ポリイソシアネート（日本ポリウレタン製コロネートＬ）：５．０部
【０１２３】
（磁性層形成用組成物の調製）
　磁性層形成用組成物は以下の方法によって調製した。
　上記磁性液をオープンニーダにより混練および希釈処理後、横型ビーズミル分散機によ
り、ビーズ径０．１ｍｍのジルコニア（ＺｒＯ２）ビーズ（以下、「Ｚｒビーズ」と記載
する）を用い、ビーズ充填率８０体積％、ローター先端周速１０ｍ／秒で、１パス滞留時
間を２分とし、３０パスの分散処理を行った。
　研磨剤液については、上記成分を混合してビーズ径０．３ｍｍのＺｒビーズとともに横
型ビーズミル分散機に入れ、ビーズ体積／（研磨剤液体積＋ビーズ体積）が８０％になる
ように調整し、１２０分間ビーズミル分散処理を行った。処理後の液を取り出し、フロー
式の超音波分散濾過装置を用いて、超音波分散濾過処理を施した。
　磁性液、研磨剤液および突起形成剤液と、その他の成分としての潤滑剤、硬化剤液をデ
ィゾルバー攪拌機に導入し、周速１０ｍ／秒で３０分間攪拌した後、フロー式超音波分散
機により流量７．５ｋｇ／分で３パス処理した後に、孔径１μｍのフィルタで濾過して磁
性層形成用組成物を調製した。
【０１２４】
（非磁性層形成用組成物の調製）
　非磁性層形成用組成物は以下の方法によって調製した。
　潤滑剤（ステアリン酸、ステアリン酸アミド、およびステアリン酸ブチル）を除く上記
成分を、オープンニーダにより混練および希釈処理して、その後、横型ビーズミル分散機
により分散処理を実施した。その後、潤滑剤（ステアリン酸、ステアリン酸アミド、およ
びステアリン酸ブチル）を添加して、ディゾルバー攪拌機にて攪拌および混合処理を施し
て非磁性層形成用組成物を調製した。
【０１２５】
（バックコート層形成用組成物Ａの調製）
　バックコート層形成用組成物Ａは以下の方法によって調製した。
　ポリイソシアネートおよび潤滑剤（ステアリン酸、ステアリン酸アミド、およびステア
リン酸ブチル）を除く上記成分を、ディゾルバー攪拌機に導入し、周速１０ｍ／秒で３０
分間攪拌した後、横型ビーズミル分散機により分散処理を実施した。その後、ポリイソシ
アネートおよび潤滑剤（ステアリン酸、ステアリン酸アミド、およびステアリン酸ブチル
）を添加して、ディゾルバー攪拌機にて攪拌および混合処理を施し、バックコート層形成
用組成物Ａを調製した。
【０１２６】
（磁気テープの作製）
　厚さ４．００μｍの非磁性支持体（ポリアミド支持体）の一方の表面上に、乾燥後の厚
さが０．１０μｍになるように非磁性層形成用組成物を塗布し乾燥させた。その後、バッ
クコート層形成用組成物を、非磁性支持体の反対側の表面上に乾燥後の厚さが０．２０μ
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ｍになるように塗布し乾燥させた。一度巻き取りロールに巻き取った非磁性支持体を雰囲
気温度７０℃の環境下で３６時間熱処理した。
　熱処理後の非磁性層上に、乾燥後の厚さが７０ｎｍになるように磁性層形成用組成物を
塗布し乾燥させた。
　その後、金属ロールのみから構成されるカレンダで速度１００ｍ／ｍｉｎ、線圧３００
ｋｇ／ｃｍ（２９４ｋＮ／ｍ）、カレンダロールの表面温度１００℃で表面平滑化処理（
カレンダ処理）を行った。その後、雰囲気温度７０℃の環境下で３６時間熱処理を行った
。熱処理後、１／２インチ（０．０１２７メートル）幅にスリットを行った。
　続いて、特開平５－６２１７４号公報に記載のダイヤモンドホイールを用いる表面処理
（同公報の図１～図３に示されている態様）を行って得られた磁気テープをロール状にリ
ールに巻き取った後、下記の評価方法によりその特性を評価した。
　本実施例および後述の実施例、参考例、比較例について、各層の厚さは、製造条件から
算出された設計厚みである。
【０１２７】
＜実施例２～９、参考例１、比較例１～７＞
　バックコート層の厚み、バックコート層形成用組成物への上記ポリアルキレンイミン系
ポリマーの添加量およびステアリン酸の添加量を表２に示す値とした点以外は、実施例１
と同様の方法で磁気テープを作製した。
【０１２８】
＜実施例１０＞
　バックコート層形成用組成物Ａを以下のバックコート層形成用組成物Ｂに変更した点以
外は、実施例１と同様の方法により磁気テープを得た。
（バックコート層形成用組成物Ｂ）
　カーボンブラック（平均粒子サイズ３８ｎｍ、ＤＢＰ吸油量７４ｃｍ３／１００ｇ）：
１００．０部
　ニトロセルロース：２７．０部
　スルホン酸（塩）基含有ポリエステルポリウレタン樹脂：６２．０部
　ポリエステル樹脂：４．０部
　上記合成したポリアルキレンイミン系ポリマー：表２参照
　α－アルミナ（ＢＥＴ比表面積１７ｍ２／ｇ）：０．６部
　メチルエチルケトン：６００．０部
　トルエン：６００．０部
　ステアリン酸：表２参照
　ポリイソシアネート（日本ポリウレタン製コロネートＬ）：１５．０部
【０１２９】
＜実施例１１＞
　強磁性粉末を強磁性金属粉末（平均粒子サイズ（平均長軸長）３０ｎｍ；表２中、「Ｍ
Ｐ」と記載。）に変更した点以外は、実施例１と同様の方法により磁気テープを得た。
【０１３０】
＜実施例１２＞
　バックコート層形成用組成物Ａを以下のバックコート層形成用組成物Ｃに変更した点以
外は、実施例１と同様の方法により磁気テープを得た。
（バックコート層形成用組成物Ｃ）
ベンガラ（平均粒子サイズ：０．１５μｍ、平均針状比：７、ＢＥＴ比表面積５２ｍ２／
ｇ）：８０．０部
　カーボンブラック（平均粒子サイズ１６ｎｍ、ＤＢＰ吸油量７４ｃｍ３／１００ｇ）：
２０．０部
　フェニルホスホン酸：３．０部
　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１２．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂
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　（重量平均分子量５００００、ＳＯ３Ｎａ基：０．０７ｍｅｑ／ｇ）：８．０部
　上記合成したポリアルキレンイミン系ポリマー：表２参照
　アルミナ粉末（ＢＥＴ比表面積１７ｍ２／ｇのα－アルミナ）：５．０部
　メチルエチルケトン：３７０．０部
　シクロヘキサノン：３７０．０部
　ポリイソシアネート（日本ポリウレタン製コロネートＬ）：５部
【０１３１】
［評価方法］
＜接触角測定法＞
  接触角測定機（協和界面科学社製  接触角測定装置ＤｒｏｐＭａｓｔｅｒ７００）によ
り、以下の方法により１－ブロモナフタレン接触角の測定を行った。
  ロール状に巻き取った磁気テープをロールの端部から一定長さ切り取り得られたテープ
サンプルを、磁性層表面がスライドガラス表面と接触するようにスライドガラス上に設置
した。テープサンプル表面（バックコート層表面）に測定用液体（１－ブロモナフタレン
）２．０μｌを滴下し、滴下した液体が安定した液滴を形成したことを目視で確認した後
、上記接触角測定機に付随の接触角解析ソフトウェアＦＡＭＡＳにより液滴像を解析し、
テープサンプルと液滴の接触角を測定した。接触角の算出はθ／２法によって行い、１サ
ンプルにつき６回測定した算術平均を、１－ブロモナフタレン接触角とした。測定は雰囲
気温度２５℃および相対湿度２５％の環境で行い、以下の解析条件で１－ブロモナフタレ
ン接触角を求めた。
  ・手法：液滴法（θ／２法）
  ・着滴認識：自動
  ・着滴認識ライン（針先からの距離）：５０ｄｏｔ
  ・アルゴリズム：自動
  ・イメージモード：フレーム
  ・スレッシホールドレベル：自動

                                                                              
【０１３２】
＜走行安定性の評価＞
　サーボライターを用いて、実施例、参考例、および比較例の磁気テープの磁性層にサー
ボパターンを形成した。その後、実施例、参考例、および比較例の磁気テープをリールテ
スターで走行させ、デジタルストレージオシロスコープにて磁気テープからのサーボ信号
を取得して解析することにより、磁気テープの上下動に対してＬＴＯ Ｇ６（Ｌｉｎｅａ
ｒ　Ｔａｐｅ－Ｏｐｅｎ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　６）規格の磁気記録ヘッドが追従でき
なかった量（ＰＥＳ）を求めた。
　上記方法で測定されるＰＥＳは走行安定性の指標となる値であり、値が小さいほど走行
安定性が良好であることを意味する。ＰＥＳが７０ｎｍ以下であれば、走行安定性に優れ
ると判断することができる。
【０１３３】
　以上の結果を、表２に示す。
【０１３４】
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【表２】

【０１３５】
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　表２に示す実施例と比較例１～７との対比から、バックコート層表面において測定され
る１－ブロモナフタレン接触角を１０．０～３０．０°の範囲とすることにより、厚み０
．２０μｍ以下のバックコート層を有する磁気テープの走行安定性を高めることができる
ことが確認できる。
【０１３６】
　参考例１と比較例１とを対比すると、同じ処方のバックコート層形成用組成物を用いて
バックコート層を形成したものの、１－ブロモナフタレン接触角の値は大きく異なってい
る。これは、比較例１の磁気テープは参考例１の磁気テープと比べてバックコート層が薄
いため、同じ処方のバックコート層形成用組成物を用いたとしても、バックコート層に保
持される潤滑剤量は少なくなることが理由と考えられる。一方、比較例２～４は、比較例
１で用いたバックコート層形成用組成物よりステアリン酸を増量した組成物を用いてバッ
クコート層を形成した比較例である。比較例１～４を対比すると、ステアリン酸を増量す
るにしたがい１－ブロモナフタレン接触角の値が大きくなる傾向が見られる。ただし、比
較例３、比較例４の磁気テープのバックコート層を光学顕微鏡により観察すると、白色の
付着物が観察された。この付着物は、バックコート層に保持されず析出した潤滑剤の析出
物と考えられる。このように、厚み０．２０μｍ以下に薄層化されたバックコート層にお
いては、潤滑剤の添加では、１－ブロモナフタレン接触角を、優れた走行安定性を達成で
きる範囲まで高めることは困難であった。
【産業上の利用可能性】
【０１３７】
　本発明は、バックアップテープ等のデータストレージ用磁気テープの技術分野において
有用である。
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